
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

18 12 未達成

施策展開

３－(1)　経済構造の転換

     (ｴ)　林業の競争力強化

　    ア　県内産業の競争力強化

H27末

目標 成果 達成状況

7

20

822 1,120

事務費 1,568 690 924

合計 165,626 102,382

県林業労働力確保支援センター（(財)長野県林業労

働財団)が実施する養成研修を支援（補助率10/10）

　オペレーター養成　17人

822

成果目標の達成状況

項目 H26末

42

6

事業による導入台数

(台)

達成10 15 17

82,169

○高性能林業機械等の導入を推進することにより計画的な搬出間伐を促進するとともに、間伐等素材生産コストの低減と林業の労働安全

性の向上を図る。

○高性能林業機械により素材生産作業を行う高度な林業技術者の養成を図る。

目標：平成28年度　高性能林業機械導入推進事業による導入台数18台、高性能林業機械オペレーター養成数　15人

○平成27年度 高性能林業機械導入推進事業による導入台数19台、高性能林業機械オペレーター養成数　10人

高性能林業機械オペレー

ター養成

補助金

165,626 82,169

合計（A) 182,902

19

29年度

当初予算 26,114

長野県森林づくりアクションプランに基づき高性能林業機械の導入等を支援する。

○平成28年度 高性能林業機械導入推進事業による導入台数18台

○平成28年度 高性能林業機械オペレーター養成数　15人

Ｈ28
H29

目標

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法

事業番号 10 02 05 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 高性能林業機械導入推進事業費高性能林業機械導入推進事業費高性能林業機械導入推進事業費高性能林業機械導入推進事業費
担

当

課

部局 林務部

課・局・室 信州の木活用課

１　林業再生の実現 実施期間 H3 ～

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

森林・林業再生基盤づくり交付金交付要綱

森林整備加速化・林業再生事業実施要綱

総合５か年

計画

プロジェクト  2-3-6　農山村産業クラスター形成プロジェクト E-mail ringyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１-４　森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮ら

し実現総

合戦略

信州創生の基本方針 ３－３　活力と循環の信州経済の創造

H28事業実績

H28 H29

（当初） （決算） （当初）

高性能林業機械等の導入 補助金

森林組合、林業者の組織する団体等の高性能林業機

械等の導入を支援（補助率1/2）

　事業導入台数　12台

（高性能林業機械11台、その他1台）

163,236 100,870 80,125

付帯事務費

補正予算 39,050 -58,366

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度28年度28年度28年度

Aの

財源

107,260 82,169

46,010 75,762 73,921

7,226

1,195 1,195 1,022

30,303135,697

概　算

人件費

0.19 0.95 0.32

1,572

158,605 102,382

高性能林業機械オペ

レーター養成数(人）

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

○引き続き、林業事業体の要望に応じて高性能林業機械等の導入を支援し、林業の現場の効率化・コスト低減と労働安全性の向上を図

る。

○高性能林業機械オペレーター養成研修については、研修生の技能・熟度に応じたコース制を導入するなどの改善を進め、さらなる研修

生の増を図る。

目標に対

する成果

の状況

○平成28年度事業による高性能林業機械等の導入台数は、事業実施主体の経営状況の変化や事業計画見直し等の理由による要望の

取り下げがあったため、目標を達成できなかった。

○高性能林業機械オペレーターについては、研修実施の周知方法の強化等の改善を図った結果、目標を上回る研修生を確保できた。

 概算事業費（B（A）+C） 184,474 114,778 84,701

7,518 2,532

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越 117,738


